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空間解像度の細かな産業連関表（e.g.,市区町村産業連関表）は，地域経済活性化のための施策を検討する
うえで今後益々重要なデータとなる．それにも関わらず，基礎自治体のほとんどは人的資源や予算の関係
上，産業連関表を整備できていない．そこで，低コストで産業連関表を作成できるノンサーベイ手法の利用
が期待されるものの，予測精度が課題となっている．本研究では，低コストかつ高精度で，細かな空間解像
度の地域産業連関表を作成できる手法を提案した．そのために，アンサンブル学習に基づいて生産額等を
予測する手法を提示した．そして，都道府県データから市区町村の生産額等を予測し，従来手法と比較し
て，本手法が高精度で予測できることを示した．さらに，作成した市区町村産業連関表の特徴を確認した．
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1. はじめに

(1) 背景・目的
産業連関表は，地域経済活性化のための施策を検

討するうえで有用なデータである．これは，産業連
関表が経済構造の把握や経済波及効果（e.g.,生産波
及構造）の分析に利用できるためである注 1)．近年，
日常生活の基盤となる圏域（通勤・通学圏）の維持・
強化が課題注 2)となっていることを踏まえると，都道
府県よりも細かな圏域を対象とした産業連関表が今
後益々重要になってくると言える．
それにも関わらず，行政機関が作成する産業連関

表は市区町村単位の表も整っておらず，全市区町村
のうちごく一部に限られる注 3)．この理由として，産
業連関表を特別調査に基づいて精緻に作成（i.e.,サー
ベイ手法1)）するには多大な労力を必要とし，基礎自
治体の人的資源や予算の状況を踏まえると整備が困
難であることが挙げられる注 4)．
これに対する解決策の一つとして，ノンサーベイ

手法1) により産業連関表を作成する方法がある．ノ
ンサーベイ手法とは特別調査を実施せずに産業連関
表を作成する方法であり，サーベイ手法よりも低コ
ストで産業連関表を作成できる注 5)．このため，人
的資源や予算の余力が乏しい基礎自治体では，ノン
サーベイ手法によって産業連関表を作成することが
有用と言える．
しかし，ノンサーベイ手法の研究では，特に産業
連関表のうち生産額・中間投入額・粗付加価値額・最
終需要額（以下，生産額等という）に関する予測方
法について十分に議論が進んでいない．例えば，石
川ら2) は 1種類の統計データ（e.g., 就業者数）で按
分することで生産額を予測する方法を提示している．
この方法は，簡便で低コストな方法である一方で，1
種類の説明変数しか扱わないため，各産業の特徴を
捉えて予測することが困難な方法と言える．加えて，
これまで生産額等の予測精度の検証はほとんどされ
ておらず，予測手法の優劣を議論することが困難な
状況となっている．
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そこで本研究では，低コストかつ高精度で，細かな
空間解像度の地域産業連関表を作成できる手法を提
案することを目的とする．そのために，複数の説明
変数を反映可能かつ予測精度向上が期待できる，ア
ンサンブル学習3)に基づく按分法を提案する（以下，
提案手法という）．そして，提案手法によって，都道
府県データから市区町村の生産額等を予測し，従来
手法と比較することで，本手法が高精度で生産額等
を予測できることを示す．さらに，提案手法に基づ
き作成した市区町村産業連関表について，その特徴
を確認する．
本稿の構成は以下のとおりである．第 2 章では，

本研究で提案する予測手法（i.e.,提案手法）について
説明する．第 3章では，提案手法の予測精度を検証
する．第 4章では，提案手法に基づく小地域産業連
関表の作成手順を提示し，全国 1,741市区町村の産
業連関表を作成する．そして，作成した小地域産業
連関表の特徴を第 5章に示す．最後に，第 6章にお
いて本論文の結論を述べる．

(2) 関連研究と本研究の位置づけ
本節では，本研究に関連する研究を整理したうえ

で，本研究の位置づけを明らかにする．
a) 関連する研究
ノンサーベイ手法により小地域（e.g.,市区町村）の
産業連関表を作成する場合，その小地域を包含する
空間解像度の粗い単位（e.g.,都道府県）の産業連関
表に基づいて作成することとなる4),注 6)．より具体的
には，基礎となる産業連関表はサーベイ手法により
作成されたものを使用し（以下，基準表という），表
を構成する各項目（i.e.,生産額・中間投入額・粗付加
価値額・最終需要額・移輸出入額）を予測する．
小地域産業連関表の作成では，総和制約を満たす

ことが重要となる．これは，基準表から小地域産業
連関表を作成するには按分が基本となり，総和制約
を満たさないと按分前後の数値の整合がとれず，数
値の妥当性が損なわれるためである．実際，データ
按分において総和制約は満足すべき最も基本的な性
質として位置づけられ5),注 7)，それを前提とした按分
法に関する研究が蓄積されている6)．
予測対象のうち，生産額・中間投入額・粗付加価

値額・最終需要額（i.e.,生産額等）について，先行研
究 例えば2), 4), 7) は 1種類のデータによって基準表の数
値を単純に按分して予測することに留まっている．
具体的には，生産額は就業者数もしくは総生産注 8)

による按分で，最終需要額は人口もしくは市町村決
算額等による按分注 9)で予測される．中間投入額・粗
付加価値額は，按分で予測された生産額に基準表の

シェア（i..e,投入係数，粗付加価値係数）を乗じて予
測される．このように 1種類のデータによって予測
することは，各産業の特徴を捉えた予測を困難にさ
せ，産業毎の予測精度のばらつきが懸念される．
生産額等の予測が先行研究のように 1種類のデー
タに基づいた按分によって行われる場合，総和制約
は満たされる．しかし，予測精度向上を期待して，
複数のデータを用いて生産額等を予測をしようとす
る場合，総和制約を満たしたうえで精度良く予測で
きる方法は整っていない．
多様なデータを取り込んで，予測精度を向上させ
る手法に機械学習手法がある．なかでも，アンサン
ブル学習は複数の学習モデルを複合的に学習させる
ことにより予測精度向上を図っている3)．本研究の
ように何らかの数値を予測する場合，学習モデルと
して回帰モデルを用意することが考えられる．代表
的な回帰モデルには LASSO 回帰8) がある．近年で
は，LASSO回帰よりも予測精度の期待できる，誤差
分散の逆数を用いた手法9) も提示されている．しか
し，アンサンブル学習にこれらの回帰モデルを素朴
に適用するだけでは，複数の変数を取り入れること
はできるものの，総和制約を満たす保証はない．
また，生産額等を予測するには空間データを扱う
ことになるため，空間相関への配慮も必要となる．
空間相関とは「空間的に近接する地域で類似する傾
向を持つ」といった空間データが持ちうる性質であ
る10)．実際，Kyriakidis11)と村上・堤12)は，クリギン
グを用いた按分法を提案し，空間相関と総和制約を
考慮することで，実用性の高いデータの空間詳細化
を実現している．しかし，この方法による小地域単
位の按分では，予測量が平滑化されて局所的な空間
依存を考慮することができないことが示唆12) されて
いる．
産業連関表を構成する項目のうち移輸出入額に関
しては，生産額等と異なり，予測手法に関する多く
の研究が蓄積されている．具体的には，代表的な手
法である LQ（Location Quontient）法13)をはじめとし
て，その他いくつもの地域間交易の予測手法が提案
されている (e.g., Kronenberg14))．
b) 本研究の位置づけ
本研究は，機械学習・計量地理学・空間統計学の
知見を応用して，ノンサーベイ手法により精度よく
小地域産業連関表を作成する方法を明らかにしてい
る点に特長がある．そのために，小地域産業連関表
の生産額等の予測に，総和制約を成立させて，かつ，
複数の変数を取り入れられる手法として，按分によ
る予測（i.e.,比例配分モデル）とアンサンブル学習を
組み合わせた手法を提示している．加えて，変数の
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一つにクリギングに基づく小地域予測量を設定して
おり，空間相関への配慮も可能としている．さらに，
提示した手法によって実際に市区町村の生産額等の
予測を行い，従来手法との比較から，本手法の高い
予測精度を示している．
なお，本研究では移輸入額の予測に関しては既存

研究の手法を活用している注 10)．つまり，生産額等
を予測する提案手法と既存手法を組み合わせること
で小地域産業連関表を作成する方法を提案している．

2. 予測手法

本研究で提案する予測手法（以下，提案手法とい
う）は，複数の比例配分モデルのアンサンブル平均
によって，空間解像度の粗い産業連関表（e.g.,都道府
県産業連関表）から小地域産業連関表を予測する手
法である．より具体的には，サーベイ手法によって
作表された小地域を包含する既存の産業連関表（ie.,
基準表）に基づいて，次の手順で小地域予測量を出
力する:

1. 被説明変数と説明変数を設定
2. 説明変数毎の比例配分モデルを作成（説明変数
毎に，比例配分により被説明変数を細分化）

3. 比例配分モデルのアンサンブル平均により小地
域予測量を決定

上記の手順 1で設定した被説明変数と説明変数に基
づいて，手順 2で求める比例配分結果 𝑦̂𝑖,𝑘 を用いた
アンサンブル平均により，小地域予測量 𝑦̂𝑖 を式 (1)
のとおり計算する:

𝑦̂𝑖 =
𝐾∑
𝑘=1

𝑤𝑘 𝑦̂𝑖,𝑘 (1)

ここで，𝑖は小地域，𝑘 は説明変数，𝑤𝑘 はアンサンブ
ル平均の重み，𝐾 は説明変数の数を表す．
本研究では，産業連関表の各項目（生産額・中間

投入額・粗付加価値額・最終需要額）を産業別に予
測するため，式 (1)の小地域予測量 𝑦̂𝑖 は項目別・産
業別となる．したがって，𝑤𝑘 や 𝑦̂𝑖,𝑘 も項目別・産業
別となり，以降の式 (2)～式 (10)の変数・パラメータ
も項目別・産業別となる．本来これらは項目別・産
業別の添え字が必要となるが，記号が煩雑になるの
を避けるため，以降では項目別・産業別の添え字を
省略して表記する．

(1) 被説明変数と説明変数の設定
本節では，被説明変数と説明変数を設定する．説

明変数には各種統計調査のデータとクリギングに基
づく小地域予測量の 2種類を扱う．
a) 被説明変数
被説明変数には，基準表（e.g., 都道府県産業連関
表）の実績値を設定する．具体的には，表のうち生
産額，粗付加価値額，最終需要額，中間投入額（i.e.,
生産額等）を扱う．
b) 説明変数
各種統計調査から複数の説明変数を設定する．こ
れにより，各産業の発達や集積に関する複数の要因
を考慮することが可能となり，産業毎の予測精度の
ばらつきを抑えることが期待できる．例えば，各種
統計調査から設定する説明変数には，就業者数（国
勢調査），事業所数（経済センサス），製造品出荷額
等（工業統計調査）が挙げられる．
加えて，説明変数の一つにクリギングに基づく小
地域予測量を設定する．これにより，空間相関（1.
(2) a)を参照）を考慮することが可能となるため，前
述の各統計調査によって捉える局所的な空間構造の
ほか，近接する地域との類似性も取り入れることが
できる．

(2) 比例配分モデル
提案手法では，式 (2)に示す比例配分モデルによっ
て，被説明変数 𝑌（e.g.,都道府県産業連関表の生産額
等）から説明変数毎の小地域予測量 𝑦̂𝑖,𝑘 を予測する:

𝑦̂𝑖,𝑘 =
𝑔𝑖,𝑘∑𝑁
𝑖=1 𝑔𝑖,𝑘

𝑌 (2)

ここで，𝑁 は基準表内の小地域の数，𝑔𝑖,𝑘 は小地域 𝑖

における説明変数 𝑘 の値を示している．
各種統計調査のデータ，クリギングに基づく小地域
予測量の各々について，𝑔𝑖,𝑘 の設定方法を次に示す．
a) 各種統計調査のデータ
各種統計調査のデータに基づいて計上した小地域

𝑖における説明変数 𝑘 の値を 𝑔𝑖,𝑘 として設定する．
b) クリギングに基づく小地域予測量
クリギングに基づく小地域予測量は，先行研究に
従い15)，次のように求めることができる注 11)．まず，
基準表の生産額等の実績値 𝑌 と小地域毎の未知の
生産額等の値である 𝑦𝑖 の関係に式 (3) ～ (6) を仮定
する:

𝑌 =
𝑁∑
𝑖=1

𝑦𝑖 (3)

𝑦𝑖 = 𝜇 + 𝑠𝑖 + 𝜀𝑖 (4)

𝑠𝑖 ∼ 𝑁 (0, 𝜏2𝑐(𝑑𝑖, 𝑗 ; 𝑟)) (5)

𝜀𝑖 ∼ 𝑁 (0, 𝜎2) (6)
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ここで，𝜇 は平均パラメータ，𝑠𝑖 は空間相関パター
ン，𝜀𝑖 はノイズ，𝜏2, 𝜎2は分散パラメータ，𝑑𝑖, 𝑗 は小
地域の重心点間の直線距離，𝑟 は空間相関の及ぶ距
離を調整するパラメータである．また，𝑐(𝑑𝑖, 𝑗 ; 𝑟) は
指数減衰関数であり exp(−𝑑𝑖, 𝑗/𝑟)で与える．
上式はそれぞれ，式 (3) はクリギングによる小地
域の生産額等の和が基準表の実績値に一致すること，
式 (4)は小地域の値 𝑦𝑖 が空間相関パターン 𝑠𝑖 とノイ
ズ 𝜀𝑖 の和で説明されること，式 (5)と式 (6)は空間相
関パターン 𝑠𝑖 とノイズ 𝜀𝑖 の各要因の影響の強さが
分散パラメータ (𝜏2, 𝜎2) で調整されることを示して
いる．また，「距離が近いほど観測値が類似する」と
いう空間相関を捉えるために，𝑠𝑖 の共分散は小地域
の重心点間の直線距離 𝑑𝑖, 𝑗 の指数減衰関数で与えて
いる注 12)．
次に，分散パラメータ (𝜏2, 𝜎2)は式 (3)～(6)から得

られる尤度関数を最大化することで推定する．そし
て，推定された分散パラメータ (𝜏2, 𝜎2) によって小
地域予測量 𝑦𝑖 を式 (3)～(6)が与えられた下での期待
二乗誤差 𝐸 [(𝑦𝑖 − 𝑦̂𝑖)] を最小化することで求める．こ
の方法によって求められる小地域予測量 𝑦𝑖 は式 (3)
の制約条件があるために，総和制約を必ず満たす．

(3) アンサンブル平均による重みの決定
小地域予測量 𝑦̂𝑖 を計算するために，各説明変数の
比例配分モデルによる予測値 𝑦̂𝑖,𝑘 に対応する重み 𝑤𝑘

を決定する必要がある．そのための方法として，以
降に示す 2種類のアンサンブル学習に基づく方法を
提案する．本研究ではこの方法により定まる 𝑤𝑘 を
アンサンブル平均の重みと呼ぶ．なお，重みの設定
には基準表単位のデータを用いる．そして，設定し
た重み 𝑤𝑘 と小地域単位の説明変数 𝑔𝑖,𝑘 および基準表
の被説明変数 𝑌 を用いて小地域予測量 𝑦̂𝑖 を求める．
a) 誤差分散の逆数に基づく方法

1つ目の方法は，重み 𝑤𝑘 に “誤差分散の逆数”を
用いる方法である．これは，Product-of-Experts（PoE）
と呼ばれるアンサンブル学習の一種である（Cohen et
al.9) 参照）．PoEは積をとることで予測分布を合成す
る方法であり，合成された予測分布は真の分布との
距離（Kullback-Liblerダイバージェンス）を最小にす
る意味で最良である（Cao16)）．また，ガウス分布に
従う予測モデルの場合，その予測値は単に（予測）誤
差分散の逆数に基づく個別予測値の加重平均で与え
られることになり，計算が容易であることから，本
方法は実用上も便利である．
重みの評価に必要な各比例配分モデルの誤差分散

𝜎2
𝑘 は Leave-one-out CVにより求める．具体的には，
予測対象の基準表 𝑚 の観測値 𝑌𝑚 を用いずに予測値

𝑌 (−𝑚)
𝑚,𝑘 を計算し，𝑌𝑚 と 𝑌 (−𝑚)

𝑚,𝑘 との誤差で評価する処
理を，取り扱う全ての基準表について行うことで誤
差分散を評価する．ここで，比例配分モデルのうち
各種統計調査のデータに関しては，基準表単位の各
種統計調査データ 𝐺𝑚,𝑘 を用いた単回帰（定数項な
し）により予測値 𝑌 (−𝑚)

𝑚,𝑘 を計算する．これは，式 (2)
が被説明変数 𝑦𝑖,𝑘 と説明変数 𝑔𝑖,𝑘 に線形性を仮定す
るものであり，𝑔𝑖,𝑘 による 𝑦𝑖,𝑘 への単回帰（定数項
なし）の精度が高い場合に同式による按分の精度も
高まるためである．そして，比例配分モデルのうち
クリギングに基づく基準表単位の予測量に関して
は，式 (3)～(6)に基づき，予測対象を除いた観測値
𝑌−𝑚 により 𝑌 (−𝑚)

𝑚,𝑘 を計算する．ここで，パラメータ
(𝜏2, 𝜎2, 𝑟)は，観測値を 1つ外すことによる誤差評価
に焦点を当てる観点から，取り扱う全ての基準表を
用いて推定したものを固定して使用する注 13)．そし
て，式 (7)のとおり，誤差分散 𝜎2

𝑘（誤差偏差の 2乗）
を用いて重み 𝑤𝑘 を決定する:

𝑤𝑘 =
1/𝜎2

𝑘∑𝐾
𝑘=1 1/𝜎2

𝑘

(7)

加えて，本方法では，不要な説明変数への対処と
して “RANK”という基準を設定する．RANKとは，
各説明変数の誤差分散の逆数を計算して，その値に
基づき降順リストを作成し，設定した数だけ上位か
ら説明変数を選択して，選択した説明変数の誤差分
散の逆数のみを用いて式 (7)を計算する方法である．
本方法では，1から説明変数の数 𝐾 まで RANKを設
定し，評価指標で判断する予測精度が最良のケース
を予測値として採用する．なお，本稿では後述のと
おり %RMSEを評価指標とする．
b) LASSO回帰に基づく方法

2つ目の方法は，重み 𝑤𝑘 に “LASSO回帰”を用い
る方法である．具体的には，統計解析ソフト R の
cv.glmnet 関数17) を使用し，10 回のクロスバリデー
ションにより，交差検証誤差が最小となるときのハ
イパーパラメータ 𝜆を決定する．そのときに各説明
変数に与えられたパラメータ 𝛽𝑘 を用いて，式 (8)の
とおり重み 𝑤𝑘 を決定する:

𝑤𝑘 =
𝛽𝑘∑𝐾
𝑘=1 𝛽𝑘

(8)

ここで，説明変数のうちクリギングによる基準表単
位の予測量は，誤差分散の逆数に基づく方法と同様，
式 (3)～(6) を仮定したうえで Leave-one-out CV によ
り求める．なお，本方法により予測する数値は非負
であるため，非負条件付き LASSO回帰により予測す
る．具体的には，推定するパラメータの下限をゼロ
として cv.glmnet関数により上述のとおり予測する．
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これにより，非負条件を満たした推定値を得ること
ができる．また，全ての説明変数の 𝑤𝑘 がゼロとして
与えられた場合，小地域予測量を求めることが不能
となるため，全ての説明変数に対して均等となるよ
うに，𝑤𝑘 = 1/𝐾 とする．

3. 提案手法の予測精度検証

本章では提案手法を用いて，都道府県産業連関表
から市区町村産業連関表の生産額等を予測し，その
予測精度を検証する．そのために，検証方法を提示
したうえで予測に必要なデータ整理する．そして，
検証した結果，既存の手法よりも提案手法の方が予
測精度が高いことを明らかにする．

(1) 検証方法
a) クロスバリデーションによる予測方法
生産額等は，クロスバリデーションを用いて予測

する．具体的には，47都道府県を 4グループに分割
（表-1）し，training dataと test dataを区別する．そし
て，提案手法によって training dataに対する誤差最小
化によりモデルを学習し，得られたアンサンブル平
均の重み 𝑤𝑘 を用いて test dataの予測値を決定する．
例えば，test dataがグループ 1，training dataがグルー
プ 2，3，4の場合，最初に training data（グループ 2，
3，4）でモデルを学習し，このとき得られた重み 𝑤𝑘

を test data（グループ 1）に適用して予測値を決定す
る．同様の手順を繰り返して，全てのグループの予
測を実施する（図-1）．
予測は前述したとおり，誤差分散の逆数に基づく

方法（以下，提案手法（誤差分散の逆数）という）と
LASSO回帰に基づく方法（以下，提案手法（LASSO）
という）の両方で実施する．

表-1 都道府県のグループ
グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4

北海道 東京都 滋賀県 香川県
青森県 神奈川県 京都府 愛媛県
岩手県 新潟県 大阪府 高知県
宮城県 富山県 兵庫県 福岡県
秋田県 石川県 奈良県 佐賀県
山形県 福井県 和歌山県 長崎県
福島県 山梨県 鳥取県 熊本県
茨城県 長野県 島根県 大分県
栃木県 岐阜県 岡山県 宮崎県
群馬県 静岡県 広島県 鹿児島県
埼玉県 愛知県 山口県 沖縄県
千葉県 三重県 徳島県

b) 比較対象都市
予測精度は，表-2に示す 8市を対象として検証す
る．いずれも移出入調査等の特別調査を実施して産
業連関表を作成している市である．ただし，神戸市
では一部産業区分が異なっているため，鉱業の予測
精度検証では，神戸市を除く 7市を用いる（産業分
類は表-3参照）．
c) 評価指標
予測精度は，比較対象都市の実績値と提案手法に
よる予測値との二乗平均平方根誤差 RMSEを百分率
表記にした%RMSEによって評価する注 14)．%RMSE
は，式 (9)および式 (10)によって計算できる：

RMSE =

√∑𝑛
𝑖=1 (𝑦𝑖 − 𝑦̂𝑖)2

𝑛
(9)

%RMSE =
RMSE
𝑦̄

× 100 (10)

ここで，𝑦𝑖 は市区町村 𝑖の実績値，𝑛は比較対象市区
町村数，𝑦̄は市区町村平均実績値である注 15)．

%RMSEの値が小さいほど，予測精度が高いと判
断できる．しかしながら，予測精度の良し悪しを判
断する明確な基準がないため，先行研究2), 4), 19) によ
るノンサーベイ手法（以下，従来手法という）注 16)に
よる予測結果を基準として，提案手法による予測精
度を評価する．

図-1 クロスバリデーション（例：グループ 1の予測）

表-2 比較対象都市
都道府県 市町村 県庁所在地 政令市

1 埼玉県 さいたま市 〇 〇
2 神奈川県 横浜市 〇 〇
3 神奈川県 川崎市 × 〇
4 神奈川県 相模原市 × 〇
5 岐阜県 郡上市 × ×
6 兵庫県 神戸市 〇 〇
7 福岡県 福岡市 〇 〇
8 沖縄県 那覇市 〇 ×
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表-3 13産業部門分類
産業区分 国勢調査大分類

01 農林漁業 A農業,林業，B漁業
02 鉱業 C鉱業,採石業,砂利採取業
03 製造業 E製造業
04 建設 D建設業
05 電力・ガス・水道 F電力・ガス・熱供給・水道業
06 商業 I卸売業，小売業
07 金融・保険 J金融業，保険業
08 不動産 K不動産業，物品賃貸業
09 運輸・郵便 H運輸業，郵便業
10 情報通信 G情報通信業
11 公務 S公務 (他に分類されるものを除

く)
12 サービス L学術研究,専門・技術サービス

業，M宿泊業,飲食サービス業，
N生活関連サービス業,娯楽業，
O 教育, 学習支援業，P 医療, 福
祉，Q複合サービス事業，Rサー
ビス業 (他に分類されないもの)

13 分類不明 T分類不能の産業

表-4 説明変数

(2) 使用するデータ
a) 被説明変数
被説明変数には，2015年に作成された表-3に示す

13部門分類の都道府県産業連関表を使用する注 17)．
b) 説明変数
説明変数には，表-4のとおりクリギングを含む 9種
類の説明変数を設定する．このうち，就業者数注 18)，
事業所数，付加価値額注 19)は産業別のデータが公表
されているため，各産業に対応したデータを用い
る注 20)．一方，製造品出荷額等，年間商品販売額，鉱
区面積，発電最大出力は，予測精度向上を意図して，
それぞれ，製造業，商業，鉱業，電力・ガス・水道に
特化した説明変数として設定する注 21)．

図-2 生産額の予測精度（%RMSE）

図-3 粗付加価値額の予測精度（%RMSE）

(3) 検証結果
本研究では，産業連関表の項目のうち，生産額，粗
付加価値額，最終需要額，中間投入額を予測した．
a) 予測精度
図-2～図-5は，各項目の産業別・比較対象都市別
の予測における %RMSEを箱ひげ図で示したもので
ある．ここで，×印は平均値，箱中の太い横線は中
央値，箱の下端は第 1四分位数（𝑄1），上端は第 3四
分位数（𝑄3），ひげは外れ値とならないデータの最大
値・最小値，ひげの外側の点は外れ値である．なお，
外れ値の判定基準値は 1.5×（𝑄3−𝑄1）としている．
生産額の予測精度に関して，図-2の結果，平均値
は提案手法（誤差分散の逆数）が最も低く，次いで，
従来手法，提案手法（LASSO）の順となった．中央
値は提案手法（誤差分散の逆数）と従来手法は同程度
となり，提案手法（LASSO）が最も高くなった．ま
た，ばらつきに関しては当初の懸念に反して，従来
手法の箱の長さが最も短く，ばらつきが小さい結果
となった．

土木学会論文集, Vol. 82, No. 8, 25-00202, 2026.

6



図-4 最終需要額の予測精度（%RMSE）

図-5 中間投入額の予測精度（%RMSE）

図-6 生産額の都市別の予測精度（%RMSE）

図-7 粗付加価値額の都市別の予測精度（%RMSE）

図-8 最終需要額の都市別の予測精度（%RMSE）

図-9 中間投入額の都市別の予測精度（%RMSE）
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粗付加価値額・最終需要額・中間投入額の予測精度
に関してもほぼ同様の傾向で，図-3～図-5より，いず
れも，平均値・中央値は提案手法（誤差分散の逆数）
が最も低く，次いで，従来手法，提案手法（LASSO）
の順となった．ばらつきに関しても，粗付加価値額・
中間投入額の予測精度は従来手法と提案手法（誤差
分散の逆数）は同程度となり，従来手法で懸念され
たほどのばらつきは生じないことが明らかとなった．
ただし，最終需要額の予測精度では，提案手法（誤
差分散の逆数）と比較すると，ばらつきが生じる結
果となった．
次に，提案手法（誤差分散の逆数）の予測精度が

比較対象都市の都市規模によってどの程度変わりう
るかを把握するために，各項目での総人口（2015年）
と予測精度の散布図を図-6～図-9 に示す．図より，
生産額・粗付加価値額・中間投入額に関しては，総
人口との明確な相関は見られず，提案手法（誤差分
散の逆数）による予測が中小都市においても大都市
と同程度の予測精度を確保できることが示唆される．
最終需要額に関しては，総人口との負の相関が見受
けられるものの，従来手法よりはその傾向は抑えら
れていることを確認した．
以上より，生産額・粗付加価値額・最終需要額・中

間投入額のいずれの項目においても，提案手法（誤
差分散の逆数）の予測精度が従来手法よりも高いこ
とが明らかとなった．加えて，提案手法（LASSO）
による予測精度が従来手法よりも悪化したことから，
単純に機械学習の手法を適用するだけでは予測精度
の向上に寄与しないことも明らかとなった．
b) 提案手法（誤差分散の逆数）で予測精度が高く
なる要因
前述のとおり提案手法（誤差分散の逆数）で高い

予測精度となった要因を把握するために，各手法の
生産額の産業別の予測精度を表-5 に示す．ここで，
表中の網かけの色は %RMSE の違いを示しており，
橙色は 25％未満，黄色は 25％以上 50％未満，黄緑
色は 50％以上 75％未満，青色は 75％以上 100％未
満，灰色は 100％以上を示している（以降に示す，表
-8，表-9，表-11，表-12，表-13も同様）．
表-5より，同一産業毎に提案手法（誤差分散の逆
数）と従来手法を比較すると，13部門中 10部門で提
案手法（誤差分散の逆数）の精度が高い結果となっ
た．なかでも，鉱業，製造業，商業では提案手法（誤
差分散の逆数）の方が従来手法よりも %RMSEが 10
ポイント以上低く，他産業より予測精度が顕著に高
い結果となった注 22)．一方で，農林漁業は提案手法
（誤差分散の逆数）の方が従来手法よりも%RMSEが
10ポイント以上高く，予測精度が低い結果となった．

表-5 生産額の産業別の予測精度

予測結果のうち，鉱業，製造業，商業で提案手法
（誤差分散の逆数）の精度が高くなった要因として，
特定の産業に特化した説明変数が機能したことが挙
げられる．表-6は，提案手法（誤差分散の逆数）で
の重み 𝑤𝑘 のグループ平均値を示している．このう
ち，鉱業，製造業，商業の重みを見ると，鉱業では鉱
区面積，製造業では製造品出荷額等，商業では年間
商品販売額に重みが計上されている．これらの産業
と説明変数の対応は，想定していた産業で特化した
説明変数が採用されていることを意味しており，予
測精度の向上に特化した説明変数が影響しているこ
とが示唆される．
一方で，表-6より，特定の産業に特化した説明変
数は必ずしも意図した産業に採用されておらず，特
定の産業に特化した説明変数を扱うだけでは予測精
度向上には不十分であることも明らかとなった．具
体的には，説明変数のうち発電最大出力は電力・ガ
ス・水道に特化したものにもかかわらず，当該産業
での重み 𝑤𝑘 はゼロであった．また，先に挙げた商業
の年間商品販売額は，想定どおりの対応であるもの
の，重み 𝑤𝑘 は 0.026と小さい結果となった．このこ
とから，提案手法（誤差分散の逆数）のように，特
定の産業に特化した説明変数を候補と挙げたうえで
重みを適切に調整することが必要であり，本手法の
有用性が示された．
次に，提案手法（LASSO）では，表-5を見ると，多
くの産業において予測精度が従来手法から改善して
いないことが分かる．ここで，表-7より，提案手法
（誤差分散の逆数）と比べると，重み 𝑤𝑘 が就業者数
や事業所数に集中しており，採用される説明変数の
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表-6 提案手法（誤差分散の逆数）での生産額の 𝑤𝑘（平均値）および RANK

表-7 提案手法（LASSO）での生産額の 𝑤𝑘（平均値）

表-8 粗付加価値額の産業別の予測精度

数が少ないことが分かる．このことから，提案手法
（LASSO）では，適切な説明変数の選択ができていな
いために予測精度が改善されなかったと推察される．
表-8より，粗付加価値額の予測精度を同一産業毎

に比べた場合も生産額の予測精度と同様のことが確
認できた．具体的には，同一産業毎に提案手法（誤

表-9 最終需要額の産業別の予測精度

差分散の逆数）と従来手法を比較すると，13部門中
8部門で提案手法（誤差分散の逆数）の精度が高い
結果となった．また，鉱業，製造業，商業において
提案手法（誤差分散の逆数）の方が従来手法よりも
%RMSEが 10ポイント以上低く，他産業より予測精
度が顕著に高い結果となった．
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表-10 提案手法（誤差分散の逆数）での最終需要額の 𝑤𝑘（平均値）および RANK

表-11 中間投入の産業別の予測精度：提案手法（誤差分散の逆数）

表-9より，最終需要額の予測精度においても，13
部門中 10部門で提案手法（誤差分散の逆数）の精度
が高い結果となった．一方で，生産額や粗付加価値
額とは異なり，鉱業，製造業，商業での大きな改善は
見られなかった．これは，これらの産業に対応する
特化した説明変数が財の需要側に与える影響が限定
的であることが原因と考えられる．実際，表-10よ
り，最終需要額の提案手法（誤差分散の逆数）の想
定した産業での特化した説明変数の重み（i.e., 鉱業
の鉱区面積，製造業の製造品出荷額等，商業の年間
商品販売額）が小さいことが確認できる．
表-11，表-12，表-13より，中間投入額の予測精度

においても，産業毎の優劣は全体の約 63％注 23)が提
案手法（誤差分散の逆数）の方が従来手法よりも予
測精度が高い結果となった．このうち，生産額・粗
付加価値額と同様に，鉱業，製造業で顕著な改善が
見られた．
以上のことから，提案手法（誤差分散の逆数）が

産業毎の誤差を抑えて高精度の予測を可能としてい
ることを確認できた．また，提案手法（LASSO）と
の比較から，同一の説明変数を候補としても，重み
の決定方法が違うことで予測精度に違いが生じるこ
とも確認できた．
c) クリギングに基づく小地域予測量の影響把握
説明変数の一つである，クリギングに基づく小地
域予測量の影響を明らかにするために，提案手法（誤
差分散の逆数）による予測結果を対象に，クリギン
グに基づく小地域予測量の重みを確認する．
まず，各項目でのクリギングに基づく小地域予測
量の重み 𝑤𝑖 のグループ平均値を図-10のとおり箱ひ
げ図で示す（箱ひげ図の表記は図-2 と同様）．これ
により，クリギングに基づく小地域予測量の重み自
体はそれほど高くないものの，相対的に中間投入額
では一部高い値を示していることが分かる．さらに，
各項目で設定された重みのうち，クリギングに基づ
く小地域予測量の重みが最も大きい重みとなる割合
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表-12 中間投入の産業別の予測精度：提案手法（LASSO）

表-13 中間投入の産業別の予測精度：従来手法

表-14 クリギングに基づく小地域予測量の重みが
最大となる割合

を表-14注 24)に示す．これを見ても，中間投入額では
相対的に重みが大きいという傾向が把握できる．
次に，中間投入額を対象にして，クリギングに基

づく小地域予測量を説明変数から除外して予測した
結果との比較を図-11，図-12に示す．図-11は，図
-5と同様に産業別・比較対象都市別の予測における
%RMSEを箱ひげ図で示したものである．ここで，ク
リギングありは図-5 の提案手法（誤差分散の逆数）
の再掲である．図-11より，全体的にはクリギング
の有無による大きな違いは確認できなかった．
図-12は，クリギングに基づく小地域予測量を説
明変数から除外した場合の予測の %RMSEから，除
外する前の予測の %RMSE を差し引いたものであ
る注 25)．図-12より，農林漁業（中間需要）を中心に
クリギングに基づく小地域予測量を除外した場合に
予測精度が悪化する産業を確認した．これは，農林
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図-10 各項目のクリギングに基づく小地域予測量の重み

図-11 クリギングに基づく小地域予測量の有無ごとの
予測結果

図-12 クリギングに基づく小地域予測量の有無ごとの
産業別の予測結果

漁業の投入構造が，就業者数などの局所的な統計だ
けでは捉えにくい自然条件などの空間的に連続した
要因に強く規定され，近隣市区町村間で類似しやす
いために生じたと考えられる．

以上より，クリギングに基づく小地域予測量は，予
測精度に大きな影響は無いものの，中間投入額の一
部で予測精度の向上に寄与していることを確認した．

4. 提案手法に基づく小地域産業連関表の作成

本章では，提案手法に基づく小地域産業連関表の
作成手順（以下，提案作表方法という）を示し，提
案作表方法により全国の 1, 741市区町村の産業連関
表を作成する．
産業連関表を作成するには，産業連関表の縦方向
の総和（中間投入額と粗付加価値額の和）と横方向
の総和（中間投入額，最終需要額，移輸出入額の和）
がいずれも生産額に等しくなる必要がある4)．そこ
で，本研究では次の手順で産業連関表を作成する．

1. 提案手法により，中間投入額，粗付加価値額，
最終需要額を予測する注 26)．

2. 1.で予測した中間投入額と粗付加価値額の和に
より，生産額を算出する．

3. 基準表の移輸入係数を与件に LQ法で移輸入係
数を推計し，その移輸入係数から移輸入額を算
出する．

4. 基準表の移輸出係数を与件として行方向をバラ
ンスさせるように移輸出額を決定し，産業連関
表を完成させる．

中間投入額，粗付加価値額，最終需要額を予測す
る際，重み 𝑤𝑘 は提案手法（誤差分散の逆数）によっ
て全都道府県データを用いて決定する．このときの
RANK は，第 3 章の検証で得られた最良ケースの
RANKを採用する．
提案作表方法では，手順 2.によって算出した生産
額が提案手法で予測した生産額と大きな差がないこ
とを確認できたため（図-13），提案手法による生産
額の予測結果を使用しないこととした注 27)．
手順 3.で用いる LQ法とは次に示す特化係数を用
いて地域間交易を推計する代表的なノンサーベイ手
法である:

𝐿𝑄𝑙 =
𝑥𝑙/

∑
𝑙=1 𝑥𝑙

𝑋𝑙/
∑
𝑙=1 𝑋𝑙

(11)

ここで，𝐿𝑄は特化係数，𝑙は産業，𝑥は小地域産業連
関表の生産額，𝑋 は基準表の生産額である．より具
体的には，藤本18) で用いられる方法および内田ら19)

に従い，基準表を非競争移輸入型の表として扱い，基
準表の移輸入係数を考慮して LQ法により移輸入係
数を求める．これは，この方法が他の方法に比べて
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図-13 生産額の比較：提案作表方法の算出値と提案手法
の予測値

予測精度が良いことが先行研究で確認19) されている
ためである．そのうえで，手順 1.で予測した中間投
入額・最終需要額から域内需要を算出し，推計した
移輸入係数を乗じて移輸入額を求める．さらに，基
準表の移輸出係数を与件として，手順 2.で算出した
生産額を用いて，行方向のバランスが成立するよう
に移輸出額を決定する注 28)．補正方法のより詳細は
説明は内田ら19) を参照されたい．

5. 作成した産業連関表の特徴

本章では，第 4章で作成した全国市区町村産業連
関表の特徴を確認する．そのために，全国を対象に
して作表した産業連関表の生産額と従来手法の生産
額を比較する．加えて，結果をより詳しく調べるた
めに，石川県内の市町の産業別の生産額を確認する．

(1) 全国の生産額
作表結果の生産額および従来手法による生産額

を図-14，図-15に示す．
図-14より，東京 23区，大阪市，名古屋市を中心

とした三大都市圏や，札幌市，仙台市，広島市，福
岡市などといった地方の中核都市で生産額が高く，
直観に合った結果を得られた．また，図-14と図-15
の比較から，両手法による生産額の分布は大まかに
は同様の傾向であることが見受けられる．ここでよ
り詳しく把握するために，従来手法による生産額に
対する作表結果の生産額の比（以下，生産額の比と
いう）を図-16に示す．図より大都市は 0.9より小さ
く，地方は 1.1より大きい傾向が確認できる．この傾

図-14 全国の作表結果の生産額

図-15 全国の従来手法による生産額

向をより明確に確認するため，生産額の比と人口規
模（2015年総人口）の関係を図-17に示す．図中の赤
線は回帰線である．図より，両者には負の相関が見
られ，生産額の比が大きいほど人口規模が小さい傾
向が確認できる（回帰係数：−0.060，𝑡 値：−18.69）．
ただし，この結果は単に小規模市区町村で一律に生
産額の比が大きくなることを意味するものでなく，
提案作表方法による生産額が人口規模だけでは捉え
きれない地域の産業特性を反映している可能性を示
唆するものである．すなわち，従来手法が就業者数
のみに基づいて按分するのに対して，提案作表方法
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図-16 全国の生産額の比：作表結果 /従来手法

図-17 生産額の比と人口規模

は，就業者数といった人口規模と相関の高い変数に
加え，産業特性を表す複数の説明変数を扱っている
ことにより，小規模であっても特定産業に特化した
市区町村の経済的な特徴を生産額に反映できている
と考えられる．実際，生産額の比が大きい上位市区
町村には，香川県直島町や山口県和木町のように，
人口規模に比べて製造業への特化が見られる地域が
含まれる．第 3章の検証では，製造業の予測におい
て製造品出荷額等が説明変数として採用され，予測
精度の改善も確認された．したがって，提案作表方
法によって生産額の比が高くなった背景には，人口
規模のみでは捉えにくい製造業特化のような産業特
性が生産額に反映された可能性がある．
以上より，提案作表方法による生産額は従来手法

図-18 石川県市町

図-19 農林漁業の生産額

と比べて，大まかには同様の分布傾向であるものの，
その比を見ると人口規模の小さい市区町村の生産額
が大きくなる傾向があるといった違いを確認できた．

(2) 石川県内市町の産業別生産額
a) 産業別の生産額
第 4章で作表した結果をより詳しく把握するため
に，図-18に示す石川県内市町を対象にして生産額
を確認する．具体的には，13部門のうち農林漁業，
製造業，電力・ガス・水道，商業に着目して，県内額
に占める割合を図-19，図-20，図-21，図-22に示す．
また参考として，作表した産業連関表のうち，金沢
市と輪島市の産業連関表を付録に示す．
農林漁業（図-19）は，金沢市での割合が最も高く
なっているものの，金沢市のみに集中するのではな
く，農林の発達した白山市，漁業が盛んである能登
地方の能登町，輪島市，七尾市での割合が高くなっ
た．製造業（図-20）は，白山市や小松市，金沢市，
能美市での生産額の割合が高くなった．これらの市
町はいずれも石川県南部の加賀地方に位置しており，
高速道路や小松空港，鉄道網が整備されていること
から原材料調達がしやすく製造業が発達しやすい地
域に位置づけられる．電力・ガス・水道（図-21）は
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図-20 製造業の生産額

図-21 電力・ガス・水道の生産額

図-22 商業の生産額

金沢市に占める割合が高く，次いで小松市，七尾市
となった．金沢市，小松市，七尾市には県内の主要
な企業（e.g.,金沢市企業局，小松ガス，北陸電力石
川支店・小松支店・七尾支店）が立地している．ま
た，七尾市，白山市，志賀町には県内の主要な発電所
（七尾大田火力発電所，手取川第一発電所，志賀原子
力発電所）が立地している．商業（図-22）では，金
沢市が 50％以上の割合を占めた注 29)．金沢市は県庁
所在地であり，金沢駅前や香林坊などに商業の集積

図-23 都道府県の投入係数に対する市区町村の投入係数

地が存在している．
以上より，提案作表方法により算出された石川県
市町の生産額が直観と合うものであり妥当な結果で
あることを確認できた．
b) 産業別の投入係数
従来手法では，都道府県表の投入係数を用いて中
間投入額を予測するため，小地域ごとの投入構造を
捉えることが困難であった．一方，提案作表方法で
は，小地域の各中間投入額を個別に予測するため，小
地域ごとの投入構造を捉えることが可能となる．こ
の違いを把握するため石川県を対象として，従来手
法で採用している都道府県表の投入係数と，提案作
表方法により得られる市区町村表の投入係数を比較
する．図-23は，都道府県表の投入係数に対する市
区町村の投入係数の比（対数値）を算出し，中間需要
側の産業別に箱ひげ図を示したものである（箱ひげ
図の表記は図-2と同様）．図より，情報通信，鉱業，
運輸・郵便といった産業において，都道府県表と比
べて大きな違いがあることを確認した．
c) 生産波及構造
図-24は，金沢市と輪島市を例に，作表結果の中間
投入額・移輸入額から計算される逆行列係数の列和
を示したものである．この値が大きいほど，その産
業が地域内の各産業に与える影響が大きいと判断す
ることができる．具体的には，次の式で表される逆
行列係数 𝐿の列和である:

L = (I − (I − M) A)−1 (12)
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図-24 生産波及（金沢市と輪島市）

ここで，Iは単位行列，Mは移輸入係数を対角化し
た行列，Aは投入係数行列である．図-24より，産業
の平均値で見ると金沢市の方が生産波及の値が高い
結果となった．一方で，農林漁業，電力・ガス・水
道，商業では輪島市の方が生産波及の値が高い結果
となった．これらの産業は，輪島市内の他産業に与
える影響力が強く，地域産業が密接に関係している
ことを意味している．このように，提案作表方法で
得られる小地域産業連関表では，各小地域の生産構
造の特徴をより詳細に捉えることができることを確
認した．

6. おわりに

本研究では，総和制約を満たしつつ複数の変数を
反映できるようにすることで，低コストかつ高精度
で細かな空間解像度の地域産業連関表を作成できる
手法を提案した．具体的には，以下の手順のみで生
産額等を予測できる手法を示した:

1. 基準表の値（e.g.,都道府県表の生産額）を被説
明変数，各種統計調査やクリギングに基づいた
複数のデータを説明変数に設定

2. 説明変数毎に比例配分により被説明変数を細
分化

3. 細分化結果を用いたアンサンブル平均により小

地域の値 (e.g.,市区町村表の生産額)を予測

そして，従来手法の予測結果との比較から，比例配
分モデルと誤差分散の逆数を用いたアンサンブル平
均を組み合わせることで，従来よりも高い精度で予
測できることを示した．さらに，全国を対象に実際
に細かな空間解像度の地域産業連関表 (i.e.,市区町村
産業連関表)が作成できることを示した．
本手法をより発展させるために，課題を以下に挙
げる．まず，移輸出入額の予測に課題がある．本稿
では，LQ法により地域間交易を推計することで，移
輸入額を求めた．しかし，LQ 法では移輸入額が過
小評価されるという指摘がある20)．この課題の解決
の方向性として，移輸出入の同時発生を表現できる
地域間交易の予測手法21) を活用することが考えられ
る．次に，提案手法で示したクリギングに基づく小
地域予測量の算定では，分散パラメータの推定時に
空間集計による情報消失が生じ，その結果として推
定に偏りや不安定性が生じうることが先行研究22) の
人工データを用いた検証によって指摘されている．
同様の影響が本稿で扱うデータで生じるかの検証や
その対処については今後の課題である．また，提案
手法では有用な説明変数を追加することは精度向上
に寄与する可能性がある．このため，有用な説明変
数の追加に伴う精度検証および検証に必要な比較都
市のサンプル数の確保は課題である．最後に，小地
域における産業構造・取引構造の地域特性をより適
切に把握するための産業部門の細分化も課題である．
今後の展望として，本提案手法に基づき作成した全
国市区町村産業連関表を公開注 30)することにより，産
業連関表の活用を促進させることが挙げられる注 31)．
これにより，人的資源や予算の余力が乏しい基礎自
治体に対して有用な情報を提供できると考える．
さらに，提案手法は，説明変数となるデータが存在
すれば，基礎自治体よりも空間解像度の細かい表を
容易に作成することも可能である．このような細か
な表ができれば，地域活性化のための施策検討に有
用な情報となり得る．そのためには今後の空間デー
タの拡充が望まれる．

付録 金沢市・輪島市の産業連関表

第 4章で示す方法により作成した金沢市・輪島市
の産業連関表は表-15,表-16のとおりである．
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表-15 2015年金沢市産業連関表

表-16 2015年輪島市産業連関表

NOTES
注 1) 環境省：地域経済循環分析，環境省ホームページ，

https : / / chiikijunkan . env . go . jp / manabu /

bunseki/

(閲覧日：2025年 7月 23日)．
注 2) 国土交通省：国土の長期展望専門委員会 (第 13 回)

配付資料 2-1地域生活圏について，2021．
注 3) 環太平洋産業連関分析学会：学会ホームページ，

https://www.gakkai.ne.jp/papaios/iotable-m.

html (閲覧日：2025年 7月 23日)
注 4) 兵法・菊池23) は，基礎自治体単位の地域産業連関

表の作成実績の状況と行政職員数から，地域産業連
関表の作成負担率を算出している．これに基づき，
9割以上の基礎自治体は単独で作表することが困難
であると指摘している．

注 5) 実際，ノンサーベイ手法により全国の市区町村産業
連関表を作成している事例が存在する24)．しかし，
作表に関する精度検証は実施されていない．

注 6) このような，入手可能なデータの空間単位と着目
したい空間単位が異なる問題は，change of support
problem（COSP）と呼ばれており，空間統計学の中
心的話題の一つとなっている10)．また，その対処法

として按分があり，空間統計学分野や計量地理学分
野等では按分法は面補間法と呼ばれている．

注 7) 空間統計学分野や計量地理学分野等では総和制約は
体積保存則と呼ばれている．

注 8) 産業によって按分指標を変えているもの（e.g.,発電
量，総路線距離）も見られるが7)，1 種類のデータ
で按分する点で変わりはない．

注 9) より具体的には，先行研究では最終需要額を構成す
る項目（e.g.,家計外消費支出，民間消費支出，一般
政府消費支出）別に予測を行っている．

注 10) これは移輸出入額には総和制約が成立せず，本予
測手法の適用範囲外であるためである．具体的に
は，空間解像度を細かくした場合，移輸出入額が
新たに生じるため (e.g.,都道府県表から市区町村表
を作成する場合，都道府県内の市区町村間の移出
入額が新たに生じる)，移輸出入額には総和制約が
成立しない．

注 11) 本稿で示すクリギングは，内部的に小地域単位の
空間相関構造を集計したもので基準表毎の空間相
関構造が与えられる方法である．小地域単位の空
間構造の完全な復元は原理的に不可能であるもの
の，小地域単位の空間構造に対する最良線形不偏
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予測量を与える（area-to-point）krigingを用いてい
るという意味で最良の予測を行っていると言える．

注 12) ここでの重心点はポリゴンの幾何的重心であり，
重心点間を平面直角座標に基づきユーグリッド距
離で求める．

注 13) 標準的に用いたれる Rパッケージの gstatでも仮定
されているように，地球統計分野ではパラメータ
を固定して CV を実施することが多く，本研究で
も同様に固定することとした．

注 14) 本評価指標は Normalized root-mean-square difference
(NRMSD)とも呼ばれる．

注 15) ただし，本稿の予測対象のうち最終需要額は，産
業によっては負の値をとりうるため，式 (10)の分
母は |𝑦̄ | とする．

注 16) 本稿で扱う従来手法における各項目の予測方法は
次のとおりである．生産額は各 13 部門に対応す
る従業地による就業者数で按分して市区町村の値
を求める．粗付加価値額は求めた生産額に基準表
の粗付加価値係数を乗じて求める．最終需要額は，
項目（家計外消費支出・民間最終消費支出・一般
政府消費支出・公的総固定資本形成・民間総固定
資本形成）別に按分・コンバートした値を集計す
ることで求める．このうち，家計外消費支出は粗
付加価値部門の家計外消費支出の合計額を基準表
の家計外消費支出構成比でコンバートする．民間
最終消費支出は基準表の値を人口で按分する．一
般政府消費支出は基準表の値を決算の合計歳出額
で按分する．公的総固定資本形成は基準表の値を
決算の投資的経費で按分する．民間総固定資本形
成は基準表の値を産業別生産額で按分する．中間
投入額は生産額の予測値に基準表の投入係数を乗
じて求める．

注 17) 表-3 に示す部門分類の 13 部門表が都道府県の公
表する表に存在しない場合，13部門より詳細な部
門分類（i.e.,国が公表する統合中分類相当（108分
類）の表）の表を 13部門に部門統合して利用する．
部門統合は国の部門対応表に基づいて実施する．

注 18) 本稿では従業地による就業者を使用する．
注 19) ここでの付加価値額は経済センサス-活動調査

(2016) の付加価値額を指す．このため，当該調
査の定義のとおり，従業者数 29人以下の場合は粗
付加価値額を扱うこととなる．

注 20) 付加価値額は欠損値が多く存在するため，クリギ
ングによりデータ補間したうえで利用する．なお，
データ補間の有無により，第 3 章に示す予測精度
は大きく変化しなかったことを確認している．

注 21) 鉱区面積は，鉱物や調査時点が不明なデータは除
外して使用する．

注 22) なお，鉱業はいずれの手法においても，他の産業
と比べると %RMSE が大きくなった．これは，鉱
業が他の産業とは異なり，就業者数や人口が多い
地域ではなく自然環境（e.g.,埋蔵鉱物）に大きく影
響を受けるためであると考えられ，今回設定した
変数では他産業のような高精度予測とならなかっ
た．鉱業に影響を与える自然環境を反映するデー
タが現在ほとんど整備されていないため，鉱業の
高精度予測は他の産業と比べて現時点では困難と
言える．

注 23) 比較対象都市の数値がゼロといった，精度確認不

能な 16箇所を除いた 153要素中 97要素で提案手
法（誤差分散の逆数）の方が従来手法よりも予測
精度が高い結果となった．

注 24) 比較対象都市の数値がゼロといった予測対象外を
除く．

注 25) 可視化のため，色の表示範囲は差分の絶対値の 95
パーセンタイルに制限し，これを超える値は端の
色に飽和表示した．

注 26) 予測は表-3に示す 13部門を対象とすることから，
東京都産業連関表に存在する本社部門は除外して
作表する．

注 27) 生産額の予測値を用いることもできるが，その場
合は列方向の調整が必要となり作表手順が複雑化
する．本稿では簡単化のために中間投入額の予測
値と粗付加価値額の予測値の和を使用した．

注 28) このとき，13 部門すべて同様の方法で調整する．
このため，産業連関表の定義上，移輸出額・移輸
入額がゼロとなる建設部門，公務部門で移輸出額・
移輸入額がゼロとならない市区町村が生じる．建
設部門，公務部門の移輸出額・移輸入額をゼロと
する調整は RAS法などによって可能であるが，今
回は簡単化のために実施しない．

注 29) 商業の他にも，不動産や運輸・郵便，情報通信な
どの第三次産業に含まれる産業では，金沢市の占
める割合が高くなっている．

注 30) 次に示すリンク先で本手法により作表した全
国市区町村産業連関表を公開している．https:
//www.yachiyo-eng.co.jp/riips/request/IO_

Analysis/

注 31) 現状も全国市区町村産業連関表を作成している事
例24) は存在する．しかし，作表に用いた手法がど
の程度の予測精度を持っているかが不明であり，
表を利用するための判断材料が不足していると考
える．それに対して，本研究では提案手法の予測
精度を検証できている．
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A METHOD FOR SPATIAL DOWN-SCALING OF INPUT-OUTPUT TABLES

Tatsuya SUGIMOTO, Yuto KIKUCHI, Yuki TAKAYAMA and Daisuke MURAKAMI

Input-output tables with fine spatial resolution (e.g., municipal input-output tables) are expected to be-
come increasingly important data sources for designing policies aimed at revitalizing regional economies.
However, due to constraints in human and financial resources, most basic municipalities have not yet devel-
oped such tables. Therefore, non-survey methods capable of generating input-output tables at low cost are
gaining attention, although prediction accuracy remains a key challenge. In this study, we propose a method
for constructing regional input-output tables with fine spatial resolution that is both cost-effective and highly
accurate. To this end, we introduce an ensemble learning-based approach for predicting production values
and other relevant metrics. By using prefectural-level data to predict municipal production values, we
demonstrate that our method outperforms conventional approaches in terms of accuracy. Furthermore, we
examine the characteristics of the municipal input-output tables generated using our proposed method.
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